








○ はじめに、「2026年度中間決算の概要」についてご説明いたします。

○ 売上高につきましては、前年同期に比べて5,585億円増の1兆7,275億
円となりました。売上が前年から大きく増加しておりますが、費用側にも計上
される間接オークションの自己約定分などの「両建て取引」が4,000億円
弱ほど含まれており、実質的な前年増分は卸売販売の増などによる1,500
億円程度となります。

○ 続いて、経常利益につきましては前年同期に比べて798億円減の458億
円、親会社株主に帰属する中間純利益は578億円減の297億円となり
ました。



○ 連結経常利益458億円の前年同期からの変動要因をラダー図の形でお
示ししております。

○ 今年度上期においては、市場や販売環境の変化を捉えた販売拡大の取り
組みなどによる収支改善や、昨年度決算に計上した電力先渡取引等の
時価評価影響の振戻し益があったものの、送配電事業における需給調整
費用の増加や、女川原子力発電所2号機の定期事業者検査の実施によ
る稼働差に伴う燃料費の増加、および燃料費調整制度のタイムラグ影響
などから、前年同期に比べて798億円の減益となりました。

○ なお、「燃料費調整制度のタイムラグ影響」および「電力先渡取引等の時
価評価影響」を除いた経常利益は、ラダー図の下に記載の通り、前年同
期に比べて275億円減の751億円となりました。
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○ 小売販売電力量は、新規顧客獲得による増などにより、前年同期に比べ
て22億kWh増の301億kWhとなりました。

○ また、卸売販売電力量は、エリア外への卸売の拡大による増などから前年
同期に比べて13億kWh増の124億kWhとなりました。

○ これにより、全体の販売電力量は、前年同期に比べて35億kWh増の
424億kWhとなりました。
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○ これまで未定としておりました「2026年度の業績予想」について、ご説明い
たします。

○ 東北電力ネットワークにおいて、レベニューキャップ制度に基づく「託送供給
等に係る収入の見通し」の変更が承認され、当社としても電気料金の見直
しを決定したことや、中東情勢を踏まえた燃料価格の動向などを考慮し、
今般、一定の前提のもとで算定いたしました。

○ まず、売上高は、3兆4,700億円程度と、前年度に比べ「増収」となる見
通しです。なお、ここにも冒頭で触れた、売り買い両建てで行う、間接オーク
ションに伴う自己約定に係る収入が含まれております。

○ 続いて、経常利益については前年度に比べ「増益」となる1,700億円程度
の利益を見込んでおり、親会社株主に帰属する当期純利益は1,200億
円程度となる見通しです。
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○ 連結経常利益予想1,700億円について、前年度からの変動要因をラダー
図の形でお示ししております。

○ 今年度は、燃料費調整制度のタイムラグ影響や支払利息の増加などがあ
るものの、前年度末の時価評価影響の振戻しや市場・販売環境の変化に
伴う収支改善などにより、前年度に比べ「増益」となる1,700億円程度の
利益を見込んでおります。

○ なお、時価評価影響については、前年度末の振戻しである「プラス565億
円」は経常利益1,700億円に含めておりますが、今年度末時点の時価評
価影響は、年度末時点の市況により評価額が変動し得ることから、現時
点では合理的な見通しが困難であり、経常利益予想には織り込んでいな
いため、ご留意いただければと思います。

○ こうした「時価評価の影響」および「燃料費調整制度のタイムラグ影響」を
除いた経常利益予想は、ラダー図の下に記載のとおり、前年同期比ほぼ
横ばいとなる24億円減の1,635億円となっております。
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○ 「2026年度の配当予想」について、ご説明いたします。

○ 当社は、株主の皆さまへの利益の還元について、従来の安定配当を基本
に、株主資本配当率DOE2パーセントを目安としながら、当年度業績や
中長期的な業績見通しをもとに、総合的に判断することとしております。

○ 4月の時点では、業績予想を「未定」とする中でも、株主の皆さまへの配当
の予見性を確保する観点から、昨年度と同額の中間・期末ともに20円の
「年間40円」としておりました。これは、2025年度末の株主資本をベースと
したDOE2%水準も参考に、その時点で配当可能と見込まれる水準として
お示ししていたものです。

○ 今般、今期の業績予想を公表し、一定程度の利益を確保できる見通しと
なりました。これに加え、当社の中長期的な財務見通しや株主の皆様の配
当の予見性確保の観点を踏まえ、会計上の一時的な変動要因である時
価評価の影響を除いた前年度末株主資本に対するDOE2パーセントの水
準も勘案し、期末配当予想を20円から22円へ見直すことといたしました。

○ これにより、年間配当予想は40円から42円となります。
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○ 「財務目標の達成見通し」について、ご説明いたします。

○ 当社では、2026年度と2030年度をターゲットとした、利益目標（連結経
常利益）、財務健全性目標（連結自己資本比率）、収益性目標
（連結ROIC）から成る「３つの財務目標」を設定しております。

○ このうち、「連結自己資本比率」については、今年度末時点で20.0％程
度となる見込みであり、最優先課題である財務基盤の回復には一定の目
途が立ったと評価しております。

○ 一方、利益水準については、販売拡大による利益積み増しがあるものの、
小売競争の激化、インフレによる固定費の増加、支払利息の増加などによ
り、「連結経常利益1,900億円」は下回る見通しです。

○ 当社としては、需給最適化や効率化の取り組みなどにより、今後も引き続
き、さらなる利益の積み増しを図ってまいります。
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○ 当社におけるデータセンターに関する取組みについて、「誘致」と「新サービス」
の２つの観点からご説明させていただきます。

○ まずは「データセンターの誘致」についてご説明いたします。

○ 当社グループでは、電力需要の創出に向けて、豊富な再生可能エネルギー
や冷涼な気候という地域特性を活かし、保有するノウハウやサービスを組み
合わせた提案を行うなど、データセンター誘致に取り組んでおります。

○ 昨年7月に、誘致に関する専任チームとして「データセンタータスクチーム」を
立ち上げて以降、接触したデータセンター事業者や自治体、金融機関など
は100を超えており、誘致に向けた取り組みを加速させております。

○ また、ページ右側に記載のとおり、地元自治体や有力なパートナー企業との
連携を着実に具体化させており、こうしたネットワークを生かしつつ、データセ
ンター事業者と地域社会をつなぐ役割を担いながら、東北6県・新潟県へ
のデータセンター誘致に取り組んでまいります。



○ 今般、経済産業省が実施する「GX戦略地域制度」において、秋田県およ
び宮城県が、同制度の「データセンター集積型」に認定されました。

○ 当社は、電力小売や設備運用などに関する知見・ノウハウを生かし、共同
申請者として、両エリアの公募申請に関与してまいりました。秋田県の申請
にあたっては、当社の秋田火力発電所跡地も選定エリアに含まれており、
現在立地に関心を示す事業者との協議を進めております。

○ 今後は、GX戦略地域として各種支援の活用も図りながら、中長期的には
2ギガワット程度の新たな電力需要の創出に向けて、自治体および関係者
の皆さまと連携のうえ、データセンター誘致に向けた取り組みをさらに加速さ
せてまいります。



○ ここからは、「データセンター事業に関連する新サービスの創出」についてご説
明いたします。

○ 当社は、昨年2月から、AI開発やデータ分析に必要となる高性能GPUをク
ラウド経由で利用できる「コンテナ型データセンターを活用したGPUクラウドサ
ービス」を開始いたしました。

○ また、本年7月には、当社として初めて自前で設置した「宮城AIデータセン
ター」が竣工し、お客さまが保有するGPUサーバーの設置場所を提供する
「ハウジングサービス」を開始しております。

○ 本サービスについては、提供開始以降、多くのお問い合わせをいただいてお
り、既に宮城AIデータセンターの約5割が成約済みとなっております。

○ また、さらなるAI需要の拡大を見据え、複数の小規模データセンターをネッ
トワークで接続し一体的に活用する、「次世代型AIデータセンター」の構築
についても、パートナー企業と共同で検討を進めております。

○ 今後も、「誘致」と「新サービス」の両面から、AI・データセンター需要の獲得
に向けた取り組みを推進し、利益拡大に繋がる施策を確実に実行してまい
ります。
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○ 引き続き、各事業における収益・成長の追求や財務目標の達成に向けて
取り組むとともに、株主還元やIR活動を通じた資本市場との対話を充実さ
せることにより、「持続的な成長」と「中長期的な企業価値向上」を目指し
てまいりますので、何卒宜しくお願いいたします。


